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「破産者マップ」と同種のウェブサイトに対す

る個人情報保護委員会の命令について 
 

藤田彩水 1 太田光 2 加藤才 3 小崎愛華 4 吉田旬里 5 中島美香 6, a) 
 

 

概要：インターネットサイト「破産者マップ」は，破産手続開始決定の公告として官報に掲載されてい

た情報を用いて，破産者の個人情報を収集し，データベース化したうえで，地図としてプロットして公

開した．サイトは閉鎖されたが，同種のウェブサイトが複数存在し，同様の情報を拡散している状況が

確認されている．これに対して，個人情報保護委員会は，同種のウェブサイトの運営に対する停止等の

命令を発出した．本稿では，個人情報保護委員会の命令について検討を行う． 
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Abstract: The website 'Bankruptcy Map' used the bankruptcy information published in the Official Gazette as a 

public notice of the decision to initiate bankruptcy proceedings, thereby collected comprehensive personal information 

on bankrupt individuals, compiled it into a database, plotted it as a map and made it publicly available. The website 

is now closed down, but it has been confirmed that several similar websites exist and are spreading similar 

information. In response, the Personal Information Protection Commission has issued orders to suspend the operation 

of similar websites. This paper examines the orders of the Personal Information Protection Commission. 
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1. 事実の概要  

「破産者マップ」とは，破産手続開始決定の公告として

官報に掲載されていた情報（以下，「破産者情報」という．）
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を情報源として，破産者の個人情報を網羅的に収集し，デ

ータベース化したうえで，米グーグル社がインターネット

上で提供する地図サービス「Google マップ」上に地図とし

てプロットして公開したウェブサイトの名称であるi．同サ
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i 報道によると，これら破産事件の多くは，消費者金融や住宅ロー

ンなどの借り入れを返済できなくなったという，事業者ではない

個人の破産であること，「破産者マップ」における情報公開では，

事業者や非事業者の区別をせず掲載していたことが指摘されてい

る（弁護士ドットコムニュース「『破産者マップ』運営者を提訴

『官報情報をネットで広めることは問題だ』」2021 年 9 月 24日）． 
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イトは，2018 年 12 月 2 日に開設され，2019 年 3 月には広

く知られるに至った．同サイトに破産者情報を掲載された

当事者や弁護士等から，「破産者マップ」は，個人のプラ

イバシー等の人格的利益を侵害するものであるとして苦情

が相次いだ．この事態を受けて，個人情報保護委員会は，

同年 3 月 15 日以降，個人情報保護法iiにおける利用目的の

通知又は公表の義務（旧法第 18 条）及び第三者提供の禁止

（旧法第 23 条第 1 項柱書）に違反するおそれがあるとして，

サイト運営者に対して行政指導を行ったiii．また，同年 3

月 18 日には，弁護士有志 60 人により，個人情報保護委員

会に対して，サイト運営者に対する個人情報保護法上の緊

急命令を求める処分等の申し出（行政手続法第 36 条の 3 第

1 項）が行われた．同年 3 月 19 日に「破産者マップ」は閉

鎖されたが，運営者の自主的な判断によるものであり，法

的措置の結果ではない[13]（以上を「『破産者マップ』事件」

という）． 

しかし，「破産者マップ」と同種のウェブサイトは他に

も存在し，同様の破産者情報を拡散している状況が確認さ

れている．こうしたサイトのうちのひとつは，テキスト化

した膨大なデータをダウンロードできるようにしているが，

同サイトは，無料インターネット版官報ivが公表されてか

ら速やかに更新されることから，プログラム等により無料

インターネット版官報を自動的にテキスト化し，アップロ

ードしている可能性が考えられる．また，同サイトは，国

外のホスティングサービス，ドメイン登録サービス等を利

用して構築されており，民事上の発信者情報開示請求によ

って運営者を特定することが困難であることも指摘されて

いる[13]． 

  

2. 日弁連の意見書 

「破産者マップ」及び同種のウェブサイトの問題を巡っ

ては，2020 年 7 月 16 日に日弁連が意見書を公表した[13]． 

同意見書は，国に対して以下の 2 点の対策を求めている．

第一に，国は，「破産等手続」に関する情報について，個

人情報保護法上の「要配慮個人情報」に当たるものとして，

政令で定めるべきであること．第二に，国は，独立行政法

人国立印刷局に対する官報掲載の委託に際しては，何人も

無料で閲覧できる無料インターネット版官報について，同

配信を構成するファイルのプログラム等による自動取得を

防止する技術的措置を講ずることを条件とすべきであるこ

と，である．その根拠として，意見書は，大要，以下のよ

うに説明している． 

 
ii 以下, 令和 2 年及び令和 3年改正前の個人情報保護法を「旧法」

と表記する．また,令和 4年 4月 1日に,令和 2年改正個人情報保護

法及び令和 3年改正個人情報保護法の一部が施行されており,令和

2 年及び令和 3 年改正個人情報保護法を併せて「改正法」と表記す

る． 
iii 朝日新聞朝刊「ネットに破産者情報，波紋 公開の官報から転

 

(1) 破産法等に基づく官報公告の目的について 

破産法第１０条は，破産手続における公告の具体的

な方法や効果を定め，同条第１項では，公告は官報に

掲載してすることと定めている． 

破産法等において，公告は，多数当事者に対して裁

判を告知する，裁判の告知を受けた利害関係者の権利

行使の機会を保障する，裁判の告知を受けた利害関係

者の権利行使の期限を画する，公告による告知で当該

事実についての悪意を推定するといった効果を有して

いる．この趣旨及び効果からすると，破産手続等にお

ける公告の意義は尊重されるべきであり，その際，費

用，労力，時間をかけない簡便な方法として官報に掲

載することはやむを得ない面がある． 

しかし，債権届出期間や異議申立期間が経過すれば，

公告の目的は達せられており，その後の情報の拡散は

法的には不必要である． 

 

(2)「本人が破産等手続を行ったこと」に関する情報の

残存と拡散が法の想定外であったことについて 

 破産等の手続を選択したことは，通常，広く一般に

は知られたくない情報である．官報に掲載される破産

等に関する情報には，事件番号はもちろん，破産者等

の氏名（名称）・住所といった個人を識別する情報が

含まれており，極めてデリケートな個人情報と言え

る． 

 官報掲載が公告方法として選択された当初は，官報

は紙で閲覧するものであり，破産等に関する情報を得

るには，官報を購入する又は官報の保管場所に赴くな

どある程度の費用や労力を割く必要があり，そのよう

なことをするのは特定の者に限られていた．現在は，

内閣府から委託を受けた独立行政法人国立印刷局が運

営している無料インターネット版官報において，一定

期間（直近３０日分）は誰でも簡単に官報の内容を閲

覧できるようになっており，破産者情報が容易に収

集・転載及び拡散され，かつ半永久的に残り得る状態

になっているが，これは想定されていなかった状況で

ある． 

 このように，官報に掲載された破産者情報が転載さ

れ，いつまでも拡散され得る状況を放置すれば，多重

債務者に破産等の手段を採ることを委縮させ，経済的

更生の機会を奪うことにもなりかねないし，破産等の

情報が拡散することによって事実上の不利益な取扱い

載」2019 年 3月 23 日 
iv 無料インターネット版官報は，破産者に関する情報を 30日間閲

覧できるようにしている．なお，昭和 22年 5月 3 日から直近まで

の官報を日付やキーワードを指定して検索・閲覧できるサービス

は，有料で提供されている． 
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を受ける可能性も高く，経済生活の再生の機会の確保

を図るという破産法の趣旨（同法第１条）等を没却す

る．それだけでなく，本人を特定することが可能な情

報が公開され，これが拡散し続ける状態を放置するこ

とは，プライバシーを侵害するおそれがある． 

したがって，「本人が破産等手続を行ったこと」に

関する情報の取扱いに適切な規律を設ける必要があ

る． 

 

(3)「本人が破産等手続を行ったこと」を個人情報保護

法上の「要配慮個人情報」として定めるべきことにつ

いて 

 事業者が本人の同意なしに情報を取得すること自体

を規律する必要があり，当該情報は個人情報保護法上

の「要配慮個人情報」（旧法第２条第３項）とされる

べきである．この際，「本人が破産等手続を行ったこ

と」の拡散が，破産者等のプライバシー等の人格的利

益の侵害を引き起こし，本人にスティグマを与えてい

るという実態に鑑みれば，同項の「本人に対する不当

な差別，偏見その他の不利益が生じないようにその取

扱いに特に配慮を要するもの」に当たると言えるか

ら，個人情報保護法施行令第２条において定めること

ができると解される． 

 要配慮個人情報に当たるとすることにより，旧法第

１７条第２項の例外事由に該当しない限り，個人情報

取扱事業者は，本人の同意なしには「本人が破産等手

続を行ったこと」の情報を取得することができなくな

り，また，オプトアウトによる第三者提供が禁じられ

る（旧法第１７条第２項，第２３条第２項）．「本人が

破産等手続を行ったこと」に関する情報の取得及び第

三者提供が直ちに違法となることによって，抑止的効

果が期待できるほか，個人情報保護委員会がより積極

的に監督権限を行使できることとなる． 

 

(4)無料インターネット版官報を構成するファイルに

は，プログラム等により自動取得することができない

よう技術的措置が講ぜられるべきことについて 

 破産者マップ類似のウェブサイトは，官報に掲載さ

れた「本人が破産等手続を行ったこと」に関する情報

を毎日更新して，テキスト形式でアップロードした上

で，住所についてインターネット上で地図にプロット

している．これは，無料版インターネット官報を構成

するファイルを自動取得する方法で行われているもの

と考えられる．このように，「本人が破産等手続を行

ったこと」に関する情報がデジタル化され，無料イン

ターネット版官報で公開されることによって，破産者

等の個人情報を無断で二次利用することが容易になっ

ている．破産者マップ類似のウェブサイトを作成する

ような者の目的は，およそ正当なものとは考えられな

いので，無料インターネット版官報を構成するファイ

ルがプログラム等により自動取得することができなく

なれば，ウェブサイトによる「本人が破産等手続を行

ったこと」に関する情報の拡散は，相当程度防止され

ると思われる． 

 したがって，必要最小限の規制としては，無料イン

ターネット版官報を構成するファイルに，プログラム

等により自動取得することができないような技術的措

置が講ぜられれば足りると言える． 

ただし，このような技術的措置を講じたにもかかわ

らず，破産者マップ類似のウェブサイトの自動的な更

新が止まらなかった場合は，将来的に，「本人が破産

等手続を行ったこと」に関する情報を無料インターネ

ット版官報に掲載すること自体の制限も検討されるべ

きである． 

 

3. 個人情報保護委員会の命令 

2020年 7月 29日，個人情報保護委員会は，破産者マップ

と同種のウェブサイトを運営して破産者情報を掲載してい

る 2 事業者に対し，旧法第 42 条第 2 項に基づき，直ちに掲

載を停止する旨の命令を発出した[5]（いずれの事業者の所

在も不明であったため，公示送達の手法により行ったとさ

れている）．その認定するところによれば，2 事業者は，破

産手続開始決定の公告として官報に掲載されていた破産者

の個人情報を取得するにあたり，利用目的の通知・公表を

行わず（旧法第 18 条違反），個人情報をデータベース化し

たうえ，第三者に提供することの同意を得ないまま，これ

をウェブサイトに掲載していたものである（旧法第 23 条第

1 項違反）．同委員会は，2 事業者に対し，ウェブサイトを

直ちに停止したうえ，利用目的の通知・公表を行うととも

に，その個人データを第三者に提供することの同意を得る

までは，同ウェブサイトを再開してはならない旨の勧告を

行ったが，対応期限の日までに措置が講じられなかったた

め，その勧告に係る措置をとるべきことを命令した．命令

の対応期限（2020年 8月 27日）までに具体的な対応がなさ

れない場合は，旧法第 84 条の罰則適用を求めて刑事告発す

ることを予定している，としている． 

同委員会は，2022 年 3 月 23 日にも，別の事業者に対し

て，旧法第 42 条第 2 項に基づき，破産者情報に基づく個人

データの第三者への提供を停止する旨の命令を発出した[7]．

その認定するところによれば，当該事業者は，破産手続開

始決定その他法的倒産手続の公告として官報に掲載された

破産者情報をデータベース化した上，あらかじめ本人の同

意を得ないで，同データベースをウェブサイトに掲載して

自己以外の者が利用可能な状態に置き，もって第三者に個

人データを違法に提供していたとされている（旧法第 23 条
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第１項違反）．これに対して，同委員会は，同年 2 月に当該

事業者に対し，ウェブサイトを停止し，個人データの第三

者提供に際しあらかじめ本人の同意を得ること，その他旧

法第 23 条に従った措置を講じるまでは，ウェブサイトを再

開してはならない旨の勧告を行ったが，正当な理由なく，

当該措置は講じられなかった，とする．命令に違反した場

合，旧法第 83 条等に係る罰則の適用を求めて刑事告発する

ことを検討する，としている． 

 

4. 個人情報保護法の改正 

従来，旧法第 17 条が，「個人情報取扱事業者は，偽りそ

の他不正の手段により個人情報を取得してはならない．」

と定めており，個人情報の適正な取得を義務付けていたと

ころ，今般，令和 3 年改正法第 19 条が，「個人情報取扱事

業者は，違法又は不当な行為を助長し，又は誘発するおそ

れがある方法により個人情報を利用してはならない．」と

定めて，個人情報の不適正な利用を禁ずることとなった．

当該条項の新設については，「破産者マップ」事件の影響

が指摘されている[9]．2021 年 10 月に一部改正がなされた

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

（通則編）」を見ると，「不適正利用の禁止に関する項目に

おいて，個人情報取扱事業者が違法又は不当な行為を助長

し，又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用

している事例」として，「裁判所による公告等により散在

的に公開されている個人情報（例：官報に掲載される破産

者情報）を，当該個人情報に係る本人に対する違法な差別

が，不特定多数の者によって誘発されるおそれがあること

が予見できるにもかかわらず，それを集約してデータベー

ス化し，インターネット上で公開する場合」が挙げられて

いる[3]． 

 

5. 議論の状況 

2021年 8月 5日，「破産者マップ」に自己の破産情報を掲

載された被害者 2 名が同サイトの運営者に対して，名誉・

プライバシーの侵害に基づき，慰謝料 22 万円の損害賠償を

求めて東京地裁に提訴したv．同訴訟は，現在も東京地裁

に係属中であると見られ，裁判所の判断は示されていない．

しかし，弁護士等の実務家を中心に論説や解説がいくつか

公表されているので，以下では，これらを素材として，現

時点における「破産者マップ」ないし同種事件をめぐる議

論状況を概観する． 

大島(2020) [2]は，刑事法，民事法及び行政法の観点から

分析している．第一に，刑事法の観点からは，「破産者マ

ップ」のサイト運営者が破産者情報を公開する行為は，刑

 
v 前掲注 i 

法第 230 条第 1 項の名誉毀損罪の構成要件に該当すると指

摘する．第二に，民事法の観点からは，当該被害者は，名

誉権ないしプライバシー侵害を理由として民法第 709 条の

不法行為に基づく損害賠償請求を行うことが可能であり，

名誉権ないしプライバシー等の人格権に基づく差止請求権

を行使してサイトの削除請求を行うことが可能であるとす

る．さらに，大島(2020)は，米グーグル社との関係につい

ても言及をしており，被害者は，サイト運営者と「Google

マップ」サービスを提供する米グーグル社とが共同不法行

為を行っていると主張して，サイト運営者と並んで米グー

グル社に対しても損害賠償や差止を主張することが可能で

あるとしている．また，当該サイトが同社の検索サイトの

検索結果の最上位に表示されることから，最決平 29・1・

31 民集 71 巻 1 号 63 頁を参照し，被害者が同社に対して当

該検索結果の削除請求を行った場合には，「当該事実を公

表されない法的利益と当該 URL 等情報を検索結果として提

供する理由に関する諸事情を比較衡量して判断」すべきで

あり，「当該事実を公表されない法的利益が優越すること

が明らかな場合」には，検索事業者に対して URL 等情報を

検索結果から削除することを求めることができるとしてい

る点に着目し，「破産者マップ」の事例では，もし破産者

情報が約 10 年前のものであり，その後，平穏に生活してい

た事実があるすれば，みだりに自己の破産情報を公表され

ない利益が優越することが明らかであるとして，検索結果

の削除請求が認められる余地があるとしている．第三に，

行政法の観点からは，個人情報保護委員会が個人データの

第三者提供規制を定めた旧法第 23 条第 1 項違反及び取得に

際しての利用目的の通知等を定めた旧法第 18 条第 1 項違反

のおそれを理由として行政指導を行ったのと同様に，これ

らの違反を主張することが可能であるとしている． 

小林(2020) [8]は，破産者等の官報公告をインターネット

上で行うことの是非と，より根本的には，破産者情報を官

報公告することの是非についても検討せざるを得ないとし

ている．官報公告の問題は，たびたび持ち上がるが，債権

者に対する手続保障ということが強調され，なかなか改正

しようという方向へと向かないとする．しかし，官報公告

をすることで，現れる債権者が多くなるとも思えないとし，

全国民に自由に閲覧させる必要はなく，害悪の方が遥かに

大きいとする．また，2020 年 2 月 7 日に日弁連消費者問題

対策委員会において，破産者情報を要配慮個人情報として

政令で定めるべきであること，インターネット版官報では

破産者情報を除外すべきであることの意見書の採択が行わ

れたことを受けて，その提言どおりに破産者情報を要配慮

個人情報と指定することが実現できれば，個人情報取扱事

業者が本人の同意のない情報取得が禁止されるうえ，第三

者提供も禁止されるなどの法的効果を付与することが可能
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となり，さらには，個人情報保護委員会がより積極的に監

督権限を行使できることとなるため，実効的な解決が期待

できるとしている． 

手嶋(2019) [11] [12]は，破産等の手続きは，債務者の経済

生活の再生の機会の確保のためにあるとし，破産手続等の

開始決定が官報で公告されるのは，債権者に権利行使の機

会を与え，第三者が不測の損害を受けることを防止するた

めであり，破産者と無関係の第三者が，いたずらに破産者

等の個人情報を利用するようなことが許されてはならない

とする． 

次に，これらの意見に対して，破産者情報の公開もやむ

なしとする論説も存在する． 

増田・久保田(2019) [14]は，破産者情報は，信用情報と

して確実に把握されなければならないことは否定できない

とする．好奇心のみで「破産者マップ」の利用者が多数に

上るとは必ずしも言えず，官報情報に比して使いやすいデ

ータベースとしての利用価値・ニーズがあったからこそ，

当該サイトは閲覧者が多くなり，かつ話題にもなったとも

考えられるとする．「破産者マップ」のような形で破産者

情報を公開することは不法行為たり得るのかとの点につい

て，そもそも官報公告で公にされている情報を，より人々

がアクセスしやすい形で公開し，耳目を集めることとなっ

たからといって不法行為だと即断することはできないとす

る．そして，破産者情報を掲載することについては，前掲

最決平 29・1・31 の判断基準に倣い，破産者情報を「破産

者マップ」という形で公表されない利益が「破産者マップ」

で公表する利益・役割等に優越するか否かで判断すべきと

したうえで，仮に前科前歴よりも破産者情報の公開の方が

扱いに配慮を要するといえたとしても，なお破産者情報の

非公表の利益が公開の利益に優越するとまではいえず，

「破産者マップ」の公開を停止する必要は法的にはないと

考えるとしている．特に，ローンやクレジットカードの利

用に関わる信用情報機関でも破産者情報は事業者に提供さ

れている現状があり，これらは表立っては問題視されてい

ないとし，「破産者マップ」とこれらの事業との線引きを

することは困難であるとする． 

 

6. 検討 

個人情報保護法を確認すると，個人情報の収集・利用に

あたり，本人からの同意を取得する必要はなく，利用目的

を特定し（旧法第 15 条，改正法第 17 条），その利用目的を

通知又は公表すれば足りる（旧法第 18 条，改正法第 21 条）．

他方，あらかじめ本人の同意を取得しないで，個人データ

 
vi 改正法第 2条第 1 項は，「個人情報」を，生存する個人に関する

情報であって，次の各号のいずれかに該当するものをいうと定義

している．①当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等

により特定の個人を識別することができるもの．②個人識別符号

viを第三者へ提供することを禁止している（旧法第 23 条第

1 項，改正法第 27 条第 1 項）． 

「破産者マップ」事件及びその同種事件のいずれも，イ

ンターネット上で破産者情報をまとめ直して地図サイト上

に一覧性を付加して公開するにあたり，利用目的を通知又

は公表しておらず，他方，本人からの同意も取得していな

い．しかし，官報により公開された情報は，誰でも取得で

きる状態にあるため，すでに公開されている破産者情報を

公表するにあたり，改めて本人から同意を取得することが

必要かどうかについては，議論の余地がありうる[10]． 

思うに，まず，破産制度の問題として，現行の破産制度

では，全ての債権者に債務者の破産を通知することが難し

い場合があることから，破産者情報を官報に掲載し，国民

に向けて「公告」することが，債権者に「知らなかった」

と主張させないこと，つまり，「悪意」を擬制する役割を

果たしている．もし破産者情報について，国民一般に知ら

せるべきでないとするならば，紙の官報であれインターネ

ット版官報であれ破産者情報を掲載せず，たとえば関係者

のみが申請して閲覧できるようにするといった制度設計が

必要となるが，そのような方法では債権者への周知機会が

十分とならないことは自明である．破産手続としては，兎

にも角にもいったん「知らせた」ことを前提として進めざ

るを得ない．したがって，公告の手段として，破産者情報

を官報へ掲載することそれ自体を止めることは難しい．し

かしながら，日弁連の意見書が指摘しているように，債権

届出期間や異議申立期間が経過すれば，公告の用途は尽く

されており，その後の情報の公開は法的には不必要である．

この観点からは，特にインターネット版官報での公告方法

については見直す余地はありそうである．インターネット

社会において，破産者情報の公告手段として，どのような

方法が望ましく，どのような方法が可能であるのか，破産

制度の見直しは必要と思われる． 

次に，個人情報保護委員会の命令について．同委員会は，

公開情報をまとめ直して一覧性を持たせて公開することに

対して，利用目的の通知又は公表の義務（旧法第 18 条，改

正法第 21 条），ないし，あらかじめ本人の同意を取得しな

いで，個人データを第三者へ提供することの禁止（旧法第

23 条第 1 項，改正法第 27 条第 1 項）に対する違反を根拠と

した．しかし，各規定の本来の制度趣旨ではない法の適用

（流用）であるように思われ，違和感を覚える． 

個人情報保護法ガイドライン Q&A を見ると，個人デー

タを第三者に提供する際には，あらかじめ本人の同意を得

る必要があるが（旧法第 23 条第１項），例えば，ある企業

の代表取締役の氏名が当該会社のホームページで公開され

が含まれるもの． 
一方，同第 16 条第 3項は，「個人データ」を，個人情報データ

ベース等を構成する個人情報をいうものと定義している． 
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ていて，当該本人の役職（代表取締役）及び氏名のみを第

三者に伝える場合等，提供する個人データの項目や提供の

態様によっては、本人の同意があると事実上推認してよい

場合もあると解されるとしている[4, A5-13]．他方，「破産

者マップ」事件後の 2019 年 6 月に追加された個人情報保護

法ガイドライン Q&A を見ると，公開情報であっても，生

存する個人に関する情報であって特定の個人を識別できる

情報は，個人情報に該当し，このような情報を集めて，新

たに特定の個人情報を検索できるように作成したデータベ

ースは，原則として，個人情報データベース等に該当し，

したがって，事業者の規模にかかわらず，これを事業の用

に供している場合は，個人情報取扱事業者に該当するため，

利用目的の通知又は公表が必要となり（旧法第 18 条第１

項），また，このような情報を不特定多数の者が閲覧でき

るような状態に供する行為は，第三者提供に該当し，原則

として本人の同意が必要になる（旧法第 23 条第１項）とし

ている[4, A1-45-2]． 

しかしながら，すでに公開されている情報をまとめ直し

て再公表する場合を一般化して，第三者提供に該当し，原

則として本人の同意が必要になるとすれば，たとえば，公

開情報を元に企業情報をまとめた業界誌のようなものであ

っても，第三者提供にあたることとなり，本人から同意を

取得するか，オプトアウト措置を講じることが必要となる．

このような運用は，本来の制度趣旨から離れているように

感じられる．また，個人情報保護委員会の 2 つの命令に見

られるような行政権の行使は，事業者からすると予見可能

性がなかったのではないかと思われる（他方で，公開情報

について，企業の代表取締役の氏名が会社のホームページ

で公開されている場合には，本人の同意があると事実上推

認してよいと解される場合があるというのも不明瞭であ

る）． 

前述のとおり，「破産者マップ」事件を契機に，改正法

第 19 条が，「個人情報取扱事業者は，違法又は不当な行為

を助長し，又は誘発するおそれがある方法により個人情報

を利用してはならない．」と定めて，不適正な利用を禁ず

ることとなった（また，併せてガイドラインの記述が変更

されたことも前述のとおりである）． 

同委員会としては，同種事件を悪質であると考えて被害

者を救済するために迅速に対応したのであり，だからこそ，

対策を急ぎ，Q&A を更新し，法改正を行い，ガイドライン

にも記載したものと思われる．同種事件は，改正後の不適

正利用の禁止（改正法第 19 条）に該当することについては，

異論はない．しかし，法改正前に，公開情報をまとめ直し

て再公表する場合を一般化して，個人情報の収集・利用に

 
viiツイッター投稿削除請求事件においても，「明らか」要件が採用

されており注目されるが（東京地判令元・10・11（TKCロー・ラ

イブラリー文献番号 25506572），東京高判令 2・6・29（TKC ロ

ー・ライブラリー文献番号 25571010）），当該事件に関しては，

あたるとしつつ，このような情報を不特定多数の者が閲覧

できるような状態に供する行為が，第三者提供に該当し，

原則として本人の同意が必要になる（旧法第 23 条第１項）

と解釈適用するのは，いかにも無理があるように感じられ

る． 

最後に，プライバシー侵害にかかる不法行為の問題につ

いて述べれば，増田・久保田(2019) [14]は，サイト運営者

が破産者情報を掲載すること自体について，最決平 29・

1・31 の判断基準に倣い，「破産者情報を破産者マップとい

う形で公表されない利益が破産者マップで公表する利益・

役割等に優越するか否か」で判断すべきとしたうえで，仮

に前科前歴よりも破産者情報の公開の方が扱いに配慮を要

するといえたとしても，なお破産者情報の非公表の利益が

公開の利益に優越するとまではいえず，「破産者マップ」

の公開を停止する必要は法的にはないと考えるとしている．

大島(2020) [2]があくまでも米グーグル社の検索サービスに

対する削除請求権を前提としているのとは異なり，増田・

久保田(2019)は，「破産者マップ」のサイト運営者に対する

削除請求権を前提として，削除の基準を最決平 29・1・31

の判断基準に倣うべきものとしているようである．しかし，

同決定は，「当該事実を公表されない法的利益と当該 URL

等情報を検索結果として提供する理由に関する諸事情を比

較衡量して判断」すべきであり，「当該事実を公表されな

い法的利益が優越することが明らか
、、、

な場合」（傍点筆者）

には，検索事業者に対して URL 等情報を検索結果から削除

することを求めることができるとするものであり，「明ら

か」要件は，単なる比較衡量にとどまるものではなく，検

索エンジンの責任を限定する意味を持つ．同決定は，検索

エンジンという法的性質の特殊性に着目して導かれている

のでありvii，最高裁の意図ないし射程として，「破産者マ

ップ」事件のような発信者そのものの責任を限定するもの

ではない． 

なお，もしすでに公開されている破産者情報をまとめ直

して再公表することを，個人情報保護法の第三者提供の禁

止（旧法第 23 条第 1 項）規定の違反に問えなかったとして

も，名誉毀損やプライバシー侵害を理由として，サイト運

営者に対して個別に責任を問う途は十分に考えられること

であり，前述した東京地裁係属事件の帰趨が注目される．

特に，破産者情報に関しては，債権届出期間や異議申立期

間が経過すれば，公告の目的は達せられており，一定の期

間が経過していることを前提に，そうした情報をむやみに

再公表されないことについて，法的保護に値する利益を有

すると判示される余地は十分にありうると考えられるviii． 

 

SNSにおける媒体の特質や，利用者による拡散といった機能の特

質についても分析も行う必要があると考えられるところ，本稿で

は紙幅の都合から触れることはしない． 
viii 『逆転』事件最判平 6・2・8 民集 48 巻 2 号 149 頁は，一定の
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期間が経過している場合に，「前科等にかかわる事実を公表されな

いことにつき、法的保護に値する利益を有する」と述べ，その法

的利益が優越するとされる場合には，民法第 709 条に基づき，そ

の公表によって被った損害賠償を請求することができるとしてい

る．なお，民法第 709 条は，効果として侵害者の損害賠償責任を

規定するのみであるが，プライバシー侵害の予防的効果として差

止請求が認められることは，判例上確立している（『石に泳ぐ魚』

事件最判平 14・9・24 判例時報 1802 号 60 頁）． 
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